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不動産鑑定評価書の概要 

物件名 ALTERNA新宿中落合 

鑑定評価額 944百万円 

鑑定評価機関の名称 一般財団法人日本不動産研究所 

価格時点 2022年4月11日 

 （金額：百万円） 

項目 内容 概要等 

収益価格   

 直接還元法による価格 955  

  運営収益 38  

   潜在総収益（a）～（d）計 40  

   （a）共益費込貸室賃料収入 38  

   （b）水道光熱費収入 0  

   （c）駐車場収入 0  

   （d）その他収入 1  

   空室等損失等 1  

  運営費用 7  

   維持管理費 1  

   水道光熱費 0  

   修繕費 0  

   PMフィー 0  

   テナント募集費用等 1  

   公租公課 2  

   損害保険料 0  

   その他費用 0  

  運営純収益 30  

   一時金の運用益 0  

   資本的支出 0  

  純収益 30  

  還元利回り 3.2% 

鑑定評価機関が設定する各地区の基準となる利回

りに、対象不動産の立地条件、建物条件及びその

他条件に起因するスプレッドを加減するととも

に、将来における不確実性や類似不動産に係る取

引利回り等を勘案のうえ査定 

 DCF法による価格 933  

  割引率 3.0% 
類似不動産の投資利回り等を参考に、対象不動産

の個別性等を総合的に勘案のうえ査定 

  最終還元利回り 3.3% 

類似不動産の取引利回り等を参考に、投資利回り

の将来動向、投資対象としての対象不動産の危険

性、今後の経済成長率の一般的予測や不動産価格

及び賃料の動向等を総合的に勘案のうえ査定 

積算価格 846  

 土地比率 67.7%  

 建物比率 32.3%  

その他、鑑定評価機関が鑑定評価に当

たって留意した事項 
特になし 

  

e.tamoto
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不動産鑑定評価書の概要 

物件名 ALTERNA経堂 

鑑定評価額 1,330百万円 

鑑定評価機関の名称 一般財団法人日本不動産研究所 

価格時点 2022年4月11日 

 （金額：百万円） 

項目 内容 概要等 

収益価格   

 直接還元法による価格 1,342  

  運営収益 53  

   潜在総収益（a）～（d）計 56  

   （a）共益費込貸室賃料収入 52  

   （b）水道光熱費収入 0  

   （c）駐車場収入 1  

   （d）その他収入 2  

   空室等損失等 2  

  運営費用 9  

   維持管理費 1  

   水道光熱費 0  

   修繕費 0  

   PMフィー 1  

   テナント募集費用等 2  

   公租公課 3  

   損害保険料 0  

   その他費用 0  

  運営純収益 43  

   一時金の運用益 0  

   資本的支出 0  

  純収益 42  

  還元利回り 3.2% 

鑑定評価機関が設定する各地区の基準となる利回

りに、対象不動産の立地条件、建物条件及びその

他条件に起因するスプレッドを加減するととも

に、将来における不確実性や類似不動産に係る取

引利回り等を勘案のうえ査定 

 DCF法による価格 1,311  

  割引率 3.0% 
類似不動産の投資利回り等を参考に、対象不動産

の個別性等を総合的に勘案のうえ査定 

  最終還元利回り 3.3% 

類似不動産の取引利回り等を参考に、投資利回り

の将来動向、投資対象としての対象不動産の危険

性、今後の経済成長率の一般的予測や不動産価格

及び賃料の動向等を総合的に勘案のうえ査定 

積算価格 1,160  

 土地比率 59.2%  

 建物比率 40.8%  

その他、鑑定評価機関が鑑定評価に当

たって留意した事項 
特になし 

  

e.tamoto
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不動産鑑定評価書の概要 

物件名 ALTERNA門前仲町 

鑑定評価額 1,200百万円 

鑑定評価機関の名称 一般財団法人日本不動産研究所 

価格時点 2022年4月11日 

 （金額：百万円） 

項目 内容 概要等 

収益価格   

 直接還元法による価格 1,208  

  運営収益 49  

   潜在総収益（a）～（d）計 51  

   （a）共益費込貸室賃料収入 48  

   （b）水道光熱費収入 0  

   （c）駐車場収入 0  

   （d）その他収入 2  

   空室等損失等 2  

  運営費用 10  

   維持管理費 3  

   水道光熱費 0  

   修繕費 0  

   PMフィー 0  

   テナント募集費用等 1  

   公租公課 2  

   損害保険料 0  

   その他費用 0  

  運営純収益 39  

   一時金の運用益 0  

   資本的支出 0  

  純収益 38  

  還元利回り 3.2% 

鑑定評価機関が設定する各地区の基準となる利回

りに、対象不動産の立地条件、建物条件及びその

他条件に起因するスプレッドを加減するととも

に、将来における不確実性や類似不動産に係る取

引利回り等を勘案のうえ査定 

 DCF法による価格 1,179  

  割引率 3.0% 
類似不動産の投資利回り等を参考に、対象不動産

の個別性等を総合的に勘案のうえ査定 

  最終還元利回り 3.3% 

類似不動産の取引利回り等を参考に、投資利回り

の将来動向、投資対象としての対象不動産の危険

性、今後の経済成長率の一般的予測や不動産価格

及び賃料の動向等を総合的に勘案のうえ査定 

積算価格 1,040  

 土地比率 57.4%  

 建物比率 42.6%  

その他、鑑定評価機関が鑑定評価に当

たって留意した事項 
特になし 

  

e.tamoto


